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１．地震保険の加入促進 

（１）地震保険加入促進の全体像 

 

◆消費者一般へのはたらきかけ 

 ・テレビ・新聞広告等 

 ・業界共通ツール（パンフレット等） 

  の作成 

                   など 

損保協会 
 

◆募集時・契約時のはたらきかけ 

 ・パンフレット、チラシの活用 

 ・満期時や契約中における 

  未加入者へのおすすめ  

                    など 

損害保険会社 

 

◆財務省「地震保険制度に関するプロジェクトチーム」 （有識者会合） 

  ・地震保険の加入促進策に関する提言 

財務省 

連携 

・関連団体との連携 

・訴求対象を絞った取組み 
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① 消費者一般へのはたらきかけ 
  

  消費者一般に地震保険への加入をはたらきかけるため、損害保険業界で地震保険広報活動を実施。 
  

◆テレビ広告 

 ①テレビＣＭ（15秒） 

  

 

 

 

 

 

 ②テレビ無料パブリシティ 

  放送期間：2013年8月～12月 

   ※テレビ番組の情報コーナー等でニュースや記事として 

    取り上げてもらい、情報提供するもの。 

    １～３分程度の時間で、地震保険の必要性等を訴求。 

 

＜2013年度の主な取組み＞ 

【テレビＣＭ】 

放送期間 放送局数 

2013年8月24日(土)～9月8日(日) 

※東京・大阪・東北は9月6日(金)まで 
全国68局 

2014年1月10日(金)～19日(日) 関西圏2局 

2014年3月4日(火)～13日(木) 
関東・東北圏

10局 

（２）地震保険の加入促進策 
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◆新聞広告 

 ①広告（全5段）：全国46紙、2013年9月1日(日)（日本経済新聞は8月30日(金)） 

 ②対談記事広告（全15段）：日本経済新聞、2013年11月6日(水) 

 ③企画広告（全7段）：全国47紙、2014年1月および3月（全国地方新聞社連合会と連携） 

【新聞広告（全５段）】 
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◆インターネット広告（Yahoo!Japanなど） 

 バナーやテキスト広告を出稿し、損保協会ホームページにリンク。 

 また、朝日新聞デジタルとYOMIURI ONLINEのサイトに地震保険の特集ページを掲載 

 （2013年10月～2014年3月の間に各サイトへ出稿） 

◆ラジオＣＭ 

 73局で20秒ＣＭを放映 ：2013年8月26日(月)～9月6日(金) 

  6局で20秒ＣＭを放映 ：2014年1月14日(火)～18日(土) 

            および3月8日(土)～12日(水) 

◆ポスター 

 約28,000枚を、2013年8月24日（土）～2014年7月の間掲示。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ポスター】 

【インターネット広告】 
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◆交通広告 

 車内ビジョンＣＭ(15秒) 

  2013年8月26日(月)～9月8日(日) 

◆マンション専門紙・季刊誌 

 マンション管理新聞 2013年8月25日(日) 

  マンション季刊誌2誌(うち1誌は計2回掲載) 

  2013年10月1日(火)・11月22日(金) 

    ・12月1日(日) 

◆住宅展示場パンフレット設置 

 朝日新聞社の住宅展示場（東京・千葉）5会場 

      2013年8月31日(土)～9月30日(月) 

◆パンフレットの配付 

 2013年度は10,000部を作成し、各県の消費 

 生活センターや消費者団体などに配布 

 

 

 

 

【マンション専門紙】 

【防災グッズ】 

※ 2014年度の広報活動については 

 現在検討中。 

 消費者の加入行動に直接働きかける 

 取組み（ノベルティ（防災グッズ） 

 の配付による地震リスクの注意喚起 

 等）や、被災者の声の活用、代理店 

 や自治体などと連携した取組み等を 

 予定。 
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② 火災保険募集時・契約時のはたらきかけ 

  火災保険契約者に地震保険への加入をはたらきかけるため、損害保険会社各社において、 

  火災保険の契約時にチラシ、パンフレット等を用いて、地震保険への加入を案内。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み（三井住友海上社の例）＞ 

都道府県別チラシ 

（宮城県の例） 
 

火災保険の契約時に、地震リ

スクを喚起し、地震保険の必

要性を訴求するため、チラシ、

パンフレット等を用いて説明

し、地震保険の加入をはたら

きかけている。 
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  地震保険を契約していない火災保険契約者に対し、損害保険会社各社において、地震保険加入 

  のおすすめ案内の出状や、火災保険の満期更改時のおすすめ案内を実施。  
 

＜具体的な取組み（三井住友海上社の例）＞ 

地震保険加入の 

おすすめ案内 
 

火災保険契約者に、年に１回、

火災保険の補償内容等につい

て確認を促すための案内を送

付する際、地震保険未加入の

火災保険契約者に対しては、

「地震保険加入のおすすめ案

内」を同封して送付し、地震

保険の加入をはたらきかけて

いる。 
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＜具体的な取組み（三井住友海上社の例）＞ 

火災保険満期更改時 

おすすめシート 

 
火災保険の契約が満期

を迎える契約者に対し、

地震保険をセットした

火災保険更改契約の例

を提示し、地震保険の

加入をはたらきかけて

いる。 
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③ 訴求対象を絞った重点的な加入促進の取組み 
 財務省、金融庁、国交省の協力も得ながら各業界団体と連携の上、住宅ローン利用者やマンション 

 管理組合向けの地震保険加入促進用チラシおよびポスターを作成し、団体会員企業である金融機関 

 や不動産会社店舗、また住宅展示場やマンション等で掲示・配布。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅ローン利用者向け マンション管理組合向け 
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  マンション共用部分の地震保険加入に関する実質的な意思決定機関であるマンション管理組合 

 の理事会（役員）に対し、地震リスクの注意喚起をするためのツールを作成し、マンション 

 管理会社の業界団体を通じて活用を推進。  

マンション管理組合向け提案書 
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（３）財務省「地震保険制度に関するプロジェクトチーム」における論議を踏まえた 
   加入促進 

  地震保険制度の根本に関わる全体像（総論）のほか、制度の強靭性、および地震保険の商品性 

  について検討するために財務省に設置された「地震保険制度に関するプロジェクトチーム」 

  の報告書（平成24年11月）における提言を踏まえ、地震保険の加入を促進。 
 

＜報告書（要旨）＞ ～震源モデル改定と合わせて速やかに対応すべき課題～ 

 【住宅ローン問題】 

  ・住宅ローンを抱える被災者の負担を緩和する 

   一助とするため、金融機関、損害保険会社及び 

   その代理店たる宅建業者が連携して、住宅ローン 

   債務者に対して地震保険の加入を促進すべき。 

 【マンション問題】 

  ・損害保険会社とマンション管理業者が連携して、 

   マンション管理組合に対して共用部分の地震 

   保険の加入を促進すべき。 

 
 ＜参考＞ 

  プロジェクトチームでは、上記のほか、強靭性（民間準備金 

  枯渇後の対応）、商品性（損害区分、損害査定方法の見直し、 

  付保割合等）、保険料率（等地区分、耐震割引等）についても、 

  整理や論議が行われている。 
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（４）地震保険付帯率、世帯加入率 

 世帯数 契約件数 世帯加入率
火災保険への

付帯率

(％） （％）

1994 年度 44,235,735 3,968,835 9.0

1995 年度 44,830,961 5,181,407 11.6

1996 年度 45,498,173 5,975,416 13.1

1997 年度 46,156,796 6,565,221 14.2

1998 年度 46,811,712 6,923,684 14.8

1999 年度 47,419,905 7,325,847 15.4

2000 年度 48,015,251 7,664,480 16.0

2001 年度 48,637,789 7,883,873 16.2 33.5

2002 年度 49,260,791 8,078,780 16.4 33.3

2003 年度 49,837,731 8,564,002 17.2 34.9

2004 年度 50,382,081 9,324,901 18.5 37.4

2005 年度 51,102,005 10,246,735 20.1 40.3

2006 年度 51,713,048 10,775,335 20.8 41.7

2007 年度 52,324,877 11,217,390 21.4 44.0

2008 年度 52,877,802 11,841,278 22.4 45.0

2009 年度 53,362,801 12,275,087 23.0 46.5

2010 年度 53,783,435 12,747,680 23.7 48.1

2011 年度 54,171,475 14,088,665 26.0 53.7

2012 年度 55,577,563 15,050,169 27.1 56.5

（注） 1. 契約件数は、各年度末の地震保険保有契約件数に基づく。(証券単位)

3. 火災保険への付帯率は、当該年度中に契約された火災保険契約（住宅物件）に地震保険契約が付帯されている割合。

（出典）損害保険料率算出機構

2. 各年度末の世帯加入率は、年度末の地震保険契約件数を当該年度末の住民基本台帳に基づく世帯数で除した数値。なお、2012年度の世帯数には、
   2012年7月9日より住民基本台帳法の適用対象となった外国人を含む。
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阪神・淡路大震災後の1995年度から、地震保険準備金
運用益を活用した地震保険広報活動を実施し、現在の
付帯率・世帯加入率に至っている。 
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２．わかりやすい情報提供 

（１）募集時・契約時の情報提供 
  募集時・契約時に「保険金をお支払する事故」について、重要事項説明書やパンフレット、 
  契約のしおり等を使用し説明。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み（三井住友海上社の例）＞ 

重要事項説明書 

 
消費者が保険商品の内容を的確に理

解できるよう、「保険会社向けの総

合的な監督指針」の内容を踏まえな

がら、保険商品の「契約概要」およ

び「注意喚起情報」に関わる情報を、

重要事項説明書で説明している。 

 

重要事項説明書を用いて、補償対象

事故ごとに保険金をお支払いする主

な場合（主な支払事由）と保険金を

お支払いしない主な場合（主な免責

事由）を説明し、詳細は保険約款や

契約のしおり等を参照することとし

ている。 
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＜よりわかりやすい募集文書・説明のあり方に関する取組みについて＞ 

①損害保険業界における取組み 
 損保協会の第６次中期基本計画(2012年度～2014年度)において、重要事項説明書等について消費者目線での 

 わかりやすさの向上に向けた検討を行うこととし、これを受け、有識者を委員とする「よりわかりやすい 

 募集文書・説明のあり方に関するタスクフォース」を設置して、検討が行われた。 

 同タスクフォースが2013年9月に取りまとめた報告書の趣旨を踏まえ、重要事項説明書に記載する事項の 

 業界ガイドライン（契約概要・注意喚起情報（重要事項）に関するガイドライン）を改定した。 

 現在、各社において、同ガイドラインを踏まえた重要事項説明書の見直しおよびお客様への説明が行われて 

 いる。 

【見直し前】 
【見直し後】 重要事項説明書は、ページ数・文字数が大幅に

削減され、文字サイズは大きくなり、消費者に

とってわかりやすい内容に改善。 
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②金融審議会における検討 

 2012年4月11日の金融審議会において、必要な情報が簡潔で分かりやすく提供されるための保険 

 募集・販売の在り方について諮問され、同審議会下部に「保険商品・サービスの提供等のあり方 

 に関するワーキング・グループ」が設置された。 

 同ワーキング・グループの報告書（2013年6月）では、利用者目線に立って必要な情報を提供 

 する保険募集のあり方（利用者にとってわかりやすい募集文書のあり方等）について整理され 

 たが、その中で、損害保険業界の重要事項説明書の改善案の取組みが評価され、法令等改正の 

 可能性も含めて損害保険業界の意見を反映いただいている。 
 

 

＜報告書（抜粋）＞2-2-3 募集文書の簡素化について 

○両業界（損保・生保）では、契約概要等の簡素化に向けて自主的な取組みを進めており、当ワーキング・グループにおいても 

 当該検討状況の報告を受けることにより、両業界の自主的取組みとして当ワーキング・グループの問題意識に沿った検討・ 

 改善が進められていることが確認できた。 

○簡素で分かりやすい募集文書を作成することは、保険募集人が当該募集文書を商品説明の際に使用することや顧客が自身で 

 当該文書を理解することなどを通じて、顧客による保険商品内容の理解を促進することに繋がることから、情報提供義務を 

 実質化するために極めて重要であり、各業界におけるこうした取組みの継続及び各社における創意工夫を期待し、今後とも 

 分かりやすい募集文書の実現に向けた自主的な取組みを促すことが適当である（注）。 

 （注）また、既存の法令等が顧客にとって分かりやすい文書の作成を目指す当該取組みの障害となることがある場合には、 

  顧客保護の観点から問題のない範囲で、法令等の内容を見直すことも検討することが適当である。 
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（２）契約後の情報提供 
 保険証券に補償内容を記載したり、年に１回、火災保険契約者に契約内容の確認を促すため 

 の補償内容等を案内するなどの対応を、損害保険会社各社において実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み（三井住友海上社の例）＞ 

保険証券 

 
契約者が、契約締結後に補償内容の確認

を容易にできるよう、保険証券に保険金

が支払われる場合の説明を、○×形式の

表でわかりやすく表示するなどの取組み

を行っている。 
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（３）災害等発生時の情報提供 
 大規模な地震や水災など、広範囲にわたって損害が発生する広域災害が発生した場合、損害 

 保険会社は被災状況によって、例えば以下のような取組みを実施。 

  ①損害発生の可能性が高い地域に所在する保険契約について、事故受付に係わらず、損害 

   保険会社が立会調査を実施 

  ②損害発生の可能性がある地域の保険契約のうち、事故受付をしていないお客様に対して、 

   損害保険会社から電話・書面等による連絡を行い、損害が発生しているお客様に保険金 

   請求の勧奨を実施（請求勧奨） 

＜東日本大震災時の対応例＞ 

東日本大震災発生時は、損保協会の会員会社全社で、以下のような地震保険請求勧奨の取組みを実施。 

 ◆地震保険を契約されているお客様に対して保険金を漏れなくお支払いするために、全損認定地域（注）等のお客様 

  に限らず損害が発生している蓋然性が高い地区にお住まいのお客様に対して、会員損保各社からご案内を徹底。 

 ◆契約更新時や保険料控除証明書交付時、またはその他の代理店による訪問時などに、損害の発生有無を確認。 

 ◆マスコミ（新聞・テレビ・ラジオ）、ホームページ、避難所等でのポスター掲示等を通じて、包括的に 

  周知・勧奨を実施。 

 ◆福島第一原発事故に伴う警戒区域等にお住まいの方へ、避難所等で自己申告による損害調査の特定措置を案内。 

（注）航空写真・衛星写真を用いて被災地域の状況を確認し、岩手県・宮城県・福島県の沿岸部地域において、津波によって壊滅的な被災を受けた街区を 

  「全損地域」として認定したもの。当該地域に所在する地震保険契約はすべて全損認定することとした。 


